
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 教 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 規 程 等 新 旧 対 照 表

改 正 前 改 正 後

国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、休

暇等に関する規程（平成１６年達示第８３号）

（前 略）

（休日） （休日）

第１３条 教職員の休日は、次の各号に定めるとお 第１３条 教職員の休日は、次の各号に定めるとお

りとする。ただし休日は勤務日とするが、特に勤 りとする。ただし休日は勤務日とするが、特に勤

務することを命ぜられる者を除き、正規の勤務時 務することを命ぜられる者を除き、正規の勤務時

間においても勤務することを要しない。 間においても勤務することを要しない。

(1) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第 (1)

１７８号）に規定する休日（次号において「祝

日法による休日」という。）
（同 左）

(2) １２月２９日から翌年の１月３日（祝日法に (2)
よる休日を除く。）

(3) ６月１８日（創立記念日） (3)

(4) ８月第３週の月曜日、火曜日及び水曜日（夏

季一斉休業日）

（中 略）

（特別休暇の事由及び期間） （特別休暇の事由及び期間）

第２７条 教職員が、次の各号の一に該当する場合 第２７条 教職員が、次の各号の一に該当する場合

には、特別休暇を与えることがある。 には、特別休暇を与えることがある。

(1)～(13) (略) (1)～(13) (同 左)

(14) 教職員が夏季における盆等の諸行事、心身の (14) 教職員が夏季における盆等の諸行事、心身の

健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため 健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため

勤務しないことが相当であると認められる場合 勤務しないことが相当であると認められる場合

一の年の７月から９月までの期間における、 一の年の６月から１０月までの期間における、

週休日、休日及び代休日を除いて原則として連 週休日、休日及び代休日を除いて原則として連

続する３日の範囲内の期間 続する３日の範囲内の期間

(15)～(18) (略) (15)～(18) (同 左)

(19) ４０歳又は５０歳に達した教職員が職業生活

の節目において心身のリフレッシュを図るため

勤務しないことが相当であると認められる場合

当該年齢に達した日から１年を経過する日ま

での間（当該期間中に国立大学法人京都大学教

職員出向規程（平成１６年達示第７６号）第２

条に規定する在籍出向に係る期間がある場合は

当該期間を考慮して別に定める期間）における

週休日、休日及び代休日を除いて原則として連

続する５日の範囲内の期間

（後 略）
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国立大学法人京都大学教職員給与規程（平成

１６年達示第８０号）

（前 略）

（休日給） （休日給）

第２４条 祝日法による休日等（勤務時間等規程第 第２４条 勤務時間等規程第１３条第１号に規定す

１１条の規定に基づき毎日曜日を週休日と定めら る祝日法による休日（勤務時間等規程第１４条第

れている教職員以外の教職員にあっては、勤務時 １項の規定により代休日を指定されて、当該休日

間等規程第１３条に規定する祝日法による休日が に割り振られた勤務時間の全部を勤務した教職員

勤務時間等規程第１１条の規定に基づく週休日に にあっては、当該休日に代わる代休日。第３７条

当たるときは、別に定める日）、年末年始の休日等 において「祝日法による休日等」という。）（勤務

及び創立記念日において、正規の勤務時間中に勤 時間等規程第１１条、第１６条又は第１７条の規

務することを命ぜられた教職員には、正規の勤務 定に基づき毎日曜日を週休日と定められている教

時間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間に 職員以外の教職員にあっては、勤務時間等規程第

つき、第３９条に規定する勤務１時間当たりの給 １３条第１号に規定する祝日法による休日が勤務

与額に１００分の１３５を乗じて得た額を休日給 時間等規程第１２条、第１６条及び第１７条の規

として支給する。これらの日に準ずるものとして 定に基づく週休日に当たるときは、別に定める日）、

別に定める日において勤務した教職員についても 勤務時間等規程第１３条第２号に規定する年末年

同様とする。 始の休日（勤務時間等規程第１４条第１項の規定

により代休日を指定されて、当該休日に割り振ら

れた勤務時間の全部を勤務した教職員にあっては、

当該休日に代わる代休日。第３７条において「年

末年始の休日等」という。）、勤務時間等規程第１

３条第３号に規定する創立記念日（勤務時間等規

程第１４条第１項の規定により代休日を指定され

て、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤

務した教職員にあっては、当該休日に代わる代休

日。第３７条において「創立記念日等」という。）

及び勤務時間等規程第１３条第４号に規定する夏

季一斉休業日（勤務時間等規程第１４条第１項の

規定により代休日を指定されて、当該休日に割り

振られた勤務時間の全部を勤務した教職員にあっ

ては、当該休日に代わる代休日。第３７条におい

て「夏季一斉休業日等」という。）において、正

規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた教職

員には、正規の勤務時間中に勤務した全時間に対

して、勤務１時間につき、第３９条に規定する勤

務１時間当たりの給与額に１００分の１３５を乗

じて得た額を休日給として支給する。これらの日

に準ずるものとして別に定める日において勤務し

た教職員についても同様とする。

（中 略）

（給与の減額） （給与の減額）

第３７条 教職員が勤務しないときは、勤務時間等 第３７条 教職員が勤務しないときは、祝日法によ

規程第１３条に規定する祝日法による休日（勤務 る休日等、年末年始の休日等、創立記念日等又は

時間等規程第１４条第１項の規定により代休日を 夏季一斉休業日等である場合、就業規則第３４条

指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の による職務専念義務免除期間（同条第３号を除く。）、

全部を勤務した教職員にあっては、当該休日に代 就業規則第４３条による妊産婦である女性教職員

わる代休日。）、勤務時間等規程第１３条に規定す の健康診査、就業規則第４４条による妊産婦であ

る年末年始の休日（勤務時間等規程第１４条第１ る女性教職員の業務軽減等及び就業規則第５８条

項の規定により代休日を指定されて、当該休日に による就業禁止期間並びに休暇による場合、その
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割り振られた勤務時間の全部を勤務した教職員に 他勤務しないことにつき特に承認があった場合を

あっては、当該休日に代わる代休日。）又は勤務時 除き、その勤務しない１時間につき、第３９条に

間等規程第１３条に規定する創立記念日（勤務時 規定する勤務１時間あたりの給与額に、その勤務

間等規程第１４条第１項の規定により代休日を指 しない時間数を乗じて得た額を減額して支給する。

定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全

部を勤務した教職員にあっては、当該休日に代わ

る代休日。）である場合、就業規則第３４条による

職務専念義務免除期間（同条第３号を除く。）、就

業規則第４３条による妊産婦である女性教職員の

健康診査、就業規則第４４条による妊産婦である

女性教職員の業務軽減等、及び就業規則第５８条

による就業禁止期間、並びに休暇による場合、そ

の他勤務しないことにつき特に承認があった場合

を除き、その勤務しない１時間につき、第３９条

に規定する勤務１時間あたりの給与額に、その勤

務しない時間数を乗じて得た額を減額して支給す

る。

（後 略）

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就

業規則（平成１８年達示第２１号）

（前 略）

（他の規則の準用） （他の規則の準用）

第７条 この章に定めるもののほか、年俸制特定教 第７条 この章に定めるもののほか、年俸制特定教

員の就業に関する事項については、就業規則（第 員の就業に関する事項については、就業規則（第

２３条及び第６４条を除く。）の規定を準用する。 ２３条及び第６４条を除く。）の規定を準用する。

ただし、同規則第２条第３項の規定により年俸制 ただし、同規則第２条第３項の規定により年俸制

特定教員に準用する採用・懲戒等に関する事項の 特定教員に準用する採用・懲戒等に関する事項の

うち、国立大学法人京都大学教員就業特例規則（平 うち、国立大学法人京都大学教員就業特例規則（平

成１６年達示第７１号。以下「教員就業特例規則」 成１６年達示第７１号。以下「教員就業特例規則」

という。）第６条の規定並びに就業規則第３１条の という。）第６条の規定、就業規則第３１条の規

規定により年俸制特定教員に準用する給与に関す 定により年俸制特定教員に準用する給与に関する

る事項のうち、国立大学法人京都大学教職員給与 事項のうち、国立大学法人京都大学教職員給与規

規程（平成１６年達示第８０号。以下「給与規程」 程（平成１６年達示第８０号。以下「給与規程」

という。）第５条から第８条まで、第１１条から第 という。）第５条から第８条まで、第１１条から

２２条まで、第２７条から第３３条の６まで、第 第２２条まで、第２７条から第３３条の６まで、

３４条及び第３５条の規定は、この限りでない。 第３４条及び第３５条の規定並びに就業規則第

４０条の規定により年俸制特定教員に準用する勤

務時間、休暇等に関する事項のうち、国立大学法

人京都大学教職員の勤務時間、休暇等に関する規

程（平成１６年達示第８３号。以下「勤務時間等

規程」という。）第２７条第１９号の規定は、こ

の限りでない。

（中 略）

（他の規則の準用） （他の規則の準用）

第１１条 この章に定めるもののほか、特定拠点教 第１１条 この章に定めるもののほか、特定拠点教

員の就業に関する事項については、就業規則（第 員の就業に関する事項については、就業規則（第

２２条、第２３条及び第６４条を除く。）の規定を ２２条、第２３条及び第６４条を除く。)の規定を

準用する。ただし、同規則第２条第３項の規定に 準用する。ただし、同規則第２条第３項の規定に
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より特定拠点教員に準用する採用・懲戒等に関す より特定拠点教員に準用する採用・懲戒等に関す

る事項のうち、教員就業特例規則第６条の規定並 る事項のうち、教員就業特例規則第６条の規定、

びに就業規則第３１条の規定により特定拠点教員 就業規則第３１条の規定により特定拠点教員に準

に準用する給与に関する事項のうち、給与規程第 用する給与に関する事項のうち、給与規程第５条

５条から第８条まで、第１１条から第２２条まで、 から第８条まで、第１１条から第２２条まで、第

第２７条から第３３条の４まで、第３３条の６、 ２７条から第３３条の４まで、第３３条の６、第

第３４条及び第３５条の規定は、この限りでない。 ３４条及び第３５条の規定並びに就業規則第４０

条の規定により特定拠点教員に準用する勤務時間、

休暇等に関する事項のうち、勤務時間等規程第

２７条第１９号の規定は、この限りでない。

（中 略）

（他の規則の準用） （他の規則の準用）

第２０条 この章に定めるもののほか、特定専門業 第２０条 この章に定めるもののほか、特定専門業

務職員の就業に関する事項については、就業規則 務職員の就業に関する事項については、就業規則

（第２３条及び第６４条を除く。）の規定を準用す （第２３条及び第６４条を除く。)の規定を準用す

る。ただし、同規則第３１条の規定により特定専 る。ただし、同規則第３１条の規定により特定専

門業務職員に準用する給与に関する事項のうち、 門業務職員に準用する給与に関する事項のうち、

給与規程第５条から第８条まで、第１１条から第 給与規程第５条から第８条まで、第１１条から第

２２条まで及び第２７条から第３５条までの規定 ２２条まで及び第２７条から第３５条までの規定

は、この限りでない。 並びに就業規則第４０条の規定により特定専門業

務職員に準用する勤務時間、休暇等に関する事項

のうち、勤務時間等規程第２７条第１９号の規定

は、この限りでない。

（中 略）

（他の規則の準用） （他の規則の準用）

第３２条 この章に定めるもののほか、特定医療技 第３２条 この章に定めるもののほか、特定医療技

術職員の就業に関する事項については、就業規則 術職員の就業に関する事項については、就業規則

（第２３条及び第６４条を除く。）の規定を準用す （第２３条及び第６４条を除く。）の規定を準用

る。 する。ただし、同規則第４０条の規定により特定

医療技術職員に準用する勤務時間、休暇等に関す

る事項のうち、勤務時間等規程第２７条第１９号

の規定は、この限りでない。

（後 略）

国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規

則（平成１７年達示第３７号）

（前 略）

（超過勤務手当、休日給、夜勤手当等） （超過勤務手当、休日給、夜勤手当等）

第３０条 （略） 第３０条 （同 左）

２ 第４７条第１項第２号、第３号及び第４号に規 ２ 第４７条第１項第２号から第５号までに規定す

定する休日（同条第３項により他の日に振替えた る休日（同条第３項により他の日に振替えた場合

場合は除く。）に勤務することを命ぜられた有期雇 は除く。）に勤務することを命ぜられた有期雇用

用教職員には、給与規程第２４条に定める教職員 教職員には、給与規程第２４条に定める教職員の

の例に準じて休日給を支給する。この場合（第 例に準じて休日給を支給する。この場合（第４７

４７条第１項第４号の場合を除く。）において、給 条第１項第４号及び第５号の場合（同項第５号の

与規程第２４条中「１００分の１３５」とあるの 場合にあっては、別表第１の事務補佐員が同号の

は、「１００分の３５」と読み替える。 休日に勤務することを命ぜられた場合に限る。）

を除く。）において、給与規程第２４条中「１０

０分の１３５」とあるのは、「１００分の３５」
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と読み替える。

３ （略） ３ （同 左）

４ 第４７条第１項第４号に規定する休日（その日 ４ 第４７条第１項第４号及び第５号に規定する休

が同項第１号に該当するときを除き、同条第３項 日（同条第３項により他の日に振替えた場合を含

により他の日に振替えた場合を含む。）には、その み、同項第４号に規定する休日にあってはその日

者に支給される日給に相当する額を支給するもの が同項第１号に該当する場合を除き、同項第５号

とする。 に規定する休日にあっては別表第１の事務補佐員

に係るものに限る。）には、その者に支給される

日給に相当する額を支給するものとする。

５ （略） ５ （同 左）

（中 略）

（休日） （休日）

第４７条 有期雇用教職員の休日は、次の各号に定 第４７条 有期雇用教職員の休日は、次の各号に定

めるとおりとする。 めるとおりとする。

(1) 日曜日及び土曜日 (1) 日曜日及び土曜日
(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第
１７８号）に規定する休日 １７８号）に規定する休日

(3) 年末年始（１２月２９日から翌年１月３日ま (3) 年末年始（１２月２９日から翌年１月３日ま
での日、前号に該当する休日を除く。） での日、前号に該当する休日を除く。）

(4) ６月１８日（創立記念日） (4) ６月１８日（創立記念日）
(5) ８月第３週の月曜日、火曜日及び水曜日（夏
季一斉休業日）

２～４ （略） ２～４ （同 左）

（中 略）

(年次休暇以外の休暇)

第５４条 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教 第５４条 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教

職員(第６号及び第７号に掲げる場合にあっては、 職員(第６号及び第７号に掲げる場合にあっては、

６月以上の契約期間が定められている者又は６月 ６月以上の契約期間が定められている者又は６月

以上継続勤務している者に限る。)に対して当該各 以上継続勤務している者に限る。)に対して当該各

号に掲げる期間の有給の休暇を与えるものとする。 号に掲げる期間の有給の休暇を与えるものとする。

(1)～(6) （略） (1)～(6) （同 左）

(7) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維 (7) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな 持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 一の事 いことが相当であると認められる場合 一の事

業年度の７月から９月までの期間における、休 業年度の６月から１０月までの期間における、

日を除いて原則として連続する３日の範囲内の 休日を除いて原則として連続する３日の範囲内

期間 の期間

（後 略）

国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規

則（平成１７年達示第３８号）

（前 略）

(年次休暇以外の休暇)

第４６条 次の各号に掲げる場合には、時間雇用教 第４６条 次の各号に掲げる場合には、時間雇用教

職員（第６号に掲げる場合にあっては、６月以上 職員（第６号に掲げる場合にあっては、６月以上

の契約期間が定められている者又は６月以上継続 の契約期間が定められている者又は６月以上継続

勤務している者に限り、第７号に掲げる場合にあ 勤務している者に限り、第７号に掲げる場合にあ

ては、６月以上の契約期間が定められている者又 ては、６月以上の契約期間が定められている者又



改 正 前 改 正 後

は６月以上継続勤務している者であって、所定勤 は６月以上継続勤務している者であって、所定勤

務日数が週５日以上で1週間における所定の勤務時 務日数が週５日以上で1週間における所定の勤務時

間が２０時間以上の者に限り、第９号に掲げる場 間が２０時間以上の者に限り、第９号に掲げる場

合にあっては、別表第３に掲げる者を除く。）に対 合にあっては、別表第３に掲げる者を除く。）に

して当該各号に掲げる期間の有給の休暇を与える 対して当該各号に掲げる期間の有給の休暇を与え

ものとする。 るものとする。

(1)～(6) （略） (1)～(6) （同 左）

(7) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維 (7) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな 持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 一の事 いことが相当であると認められる場合 一の事

業年度の７月から９月までの期間における、休 業年度の６月から１０月までの期間における、

日を除いて原則として連続する３日の範囲内の 休日を除いて原則として連続する３日の範囲内

期間 の期間

（後 略）

国立大学法人京都大学外国人教師就業規則

（平成１６年達示第７４号）

（前 略）

（他の規則等との関係） （他の規則等との関係）

第３条 この規則及び労働契約に定めるもののほか、 第３条 この規則及び労働契約に定めるもののほか、

外国人教師の就業に関する事項については、就業 外国人教師の就業に関する事項については、就業

規則の規定を準用する。ただし、同規則第９条、 規則の規定を準用する。ただし、同規則第９条、

第１１条から第１３条まで、第１５条第１項第３ 第１１条から第１３条まで、第１５条第１項第３

号、第２３条及び第４６条の規定は適用しない。 号、第２３条及び第４６条の規定並びに就業規則

第４０条の規定により外国人教師に準用する勤務

時間、休暇等に関する事項のうち、国立大学法人

京都大学教職員の勤務時間、休暇等に関する規程

（平成１６年達示第８３号）第２７条第１９号の

規定は適用しない。

（後 略）

国立大学法人京都大学外国人研究員就業規則

（平成１６年達示第７５号）

（前 略）

（他の規則等との関係） （他の規則等との関係）

第３条 この規則及び労働契約に定めるもののほか、 第３条 この規則及び労働契約に定めるもののほか、

外国人研究員の就業に関する事項は、就業規則の 外国人研究員の就業に関する事項は、就業規則の

規定を準用する。ただし、同規則第９条、第１１ 規定を準用する。ただし、同規則第９条、第１１

条から第１３条まで、第１５条第１項第３号、第 条から第１３条まで、第１５条第１項第３号、第

２３条、第４６条及び第６４条の規定は適用しな ２３条、第４６条及び第６４条の規定並びに就業

い。 規則第４０条の規定により外国人研究員に準用す

る勤務時間、休暇等に関する事項のうち、国立大

学法人京都大学教職員の勤務時間、休暇等に関す

る規程（平成１６年達示第８３号）第２７条第

１９号の規定は適用しない。

（後 略）

附 則

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。


